
施策名 部局名 作成責任者

施策の概要
政策評価

実施予定時期
令和5年以降に

実施予定
児童生徒が、家庭環境、居住地域等によって不利益を受けることなく、能力に応じて適切な教育機会を確保できるようにする。

令和４年度実施施策に係る事前分析表
（文R4－2－6）

教育機会の確保のための支援づくり
初等中等教育局

初等中等教育企画課
堀野 晶三

施策の予算額(当初予算)

（千円）

令和3年度 令和4年度
施策に関係する内閣の
重要施策(主なもの)

「第3期教育振興基本計画」（平成30年6月閣議決定）の「４．誰も
が社会の担い手となるための学びのセーフティーネットを構築す
る」　等437,751,849 434,066,786
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達成目標1
目標設定の
考え方・根拠

基準値 目標値

H22年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 毎年度

10.5ポイント 5.4ポイント 5.3ポイント 5.0ポイント 5.4ポイント 5.4ポイント

年度ごとの目
標値

5.5 5.3 5.2 4.9 5.2

基準値 目標値
H22年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 毎年度

1,043 832 988 782 509 532

年度ごとの目
標値

1,221 831 749 732 682

経済的な支援を要する児童生徒の教育機会を確保する。

・様々な困難や課題を抱え支援を求めている能力と意欲を有する全
ての者に対して学習機会を確保することを通じて、経済的制約によ
る教育格差を改善する（第3期教育振興基本計画成果目標14）た
め。
・教育基本法第4条第3項、学校教育法第19条、就学困難な児童及び
生徒に係る就学奨励についての国の援助に関する法律。

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
経済的制約による教育格差が改善したことを示す指標として、全世
帯と生活保護世帯に属する生徒の高等学校等進学率の差を設定する
ことが望ましいため。
目標値として、全世帯と生活保護世帯に属する生徒の高等学校等進
学率の差を前年より縮小させた値を設定している。

【指標の根拠】
全世帯の国公私立中学校卒業者のうち高等学校・中等教育学校（後
期課程）・特別支援学校（高等部）・高等専門学校・専修学校（高
等課程）に進学した者の占める割合と、生活保護世帯に属する国公
私立中学校卒業者のうち高等学校・中等教育学校（後期課程）・特
別支援学校（高等部）・高等専門学校・専修学校（高等課程）に進
学した者の占める割合の差。

【出典】
全世帯：文部科学省「学校基本調査」を基に算出
生活保護世帯：厚生労働省社会・援護局保護課調べ

①全世帯と生
活保護世帯の
高等学校等進
学率の差

前年度より減

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
経済的な支援を要する高校生の教育機会が確保されたことを示す指
標として、経済的理由による高等学校中退者数を設定することが望
ましいため。
目標値として、経済的理由による高等学校中退者数が前年度目標値
より減少した値を設定している。
具体的には行政事業レビューシート（高校生等への修学支援）にお
いて設定している令和５年度の中間目標に向けて毎年度目標値を低
減させている。

【参考値】高等学校中退者のうち、その事由が経済的理由であるも
の

【出典】文部科学省「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の
諸課題に関する調査結果について」

②経済的理由
による高等学
校中退者数
（人）

前年度目標値
より減
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達成手段
（開始年度）

関連する
指標

行政事業レビュー
番号

備考

へき地児童生徒援助費等補助
（昭和34年度）

② 0107 ―

要保護児童生徒援助費補助等
（昭和34年度）

① 0108 ―

被災児童生徒就学支援等事業
（平成28年度）

①② 0109 ―

アイヌ子弟高等学校等進学奨励費補助
（高校・高専）
（昭和50年度）

①② 0110 ―

アイヌ子弟高等学校等進学奨励費補助
（大学）

（昭和51年度）
― 0111 ―

高校生等への修学支援
（平成26年度）

①② 0112 ―

昨年度事前分析表からの変更点 昨年度達成手段としていた「私立小中学校等に通う児童生徒への経済的支援に関する実証事業」が令和3年度限りの事業のため削除した。
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達成目標2
目標設定の
考え方・根拠

基準値 目標値

H22年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 毎年度

98.9 99.2 99.3 99.3 99.3 99.3

年度ごとの目
標値

98.9 98.9 98.9 98.9 98.9

東日本大震災により被災した幼児児童生徒の教育機会を確保する。

震災、原発事故の甚大さに鑑み、厳しい教育環境下に置かれている
被災幼児児童生徒に対する支援が必要であるため、東日本大震災に
より経済的理由から就学が困難となった世帯の幼児児童生徒に、就
学支援等を実施し、もって教育機会の確保に資することを目的とし
ている（第三期教育振興基本計画成果目標14）。

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
当該測定指標を選定したのは、東日本大震災により被災したことに
よって経済的な支援が必要になった中学生が高校への進学を断念す
ることなく教育機会が確保されたか否か示す指標として、被災３県
（岩手県、宮城県、福島県）における中学校等卒業者のうち進学し
た者の割合によって測定することが妥当であるため。
目標値の設定根拠は中学校等卒業者のうち進学した者の割合を震災
の影響を受ける前年度（Ｈ22年度）の値以上となったか否かによ
り、被災の影響に対応できたかどうか判断できるため。

【指標の根拠】
分母：被災３県（岩手県、宮城県、福島県）における国公私立の中
学校・義務教育学校卒業者数
分子：上記のうち、高等学校等・専修学校（高等課程）・専修学校
（一般課程）等・公共職業能力開発施設等への進学者数

【出典】
文部科学省「学校基本調査」を基に算出

①被災３県
（岩手県、宮
城県、福島
県）における
中学校等卒業
者のうち進学
した者の割合
（％）

98.9以上
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基準値 目標値

H22年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 毎年度

1.4 1.1 1.2 1.0 0.9 1

年度ごとの目
標値

1.4 1.4 1.4 1.4 1.4

基準値 目標値

― H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 毎年度

― 100 100 100 100 100

年度ごとの目
標値

100 100 100 100 100

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
当該測定指標を選定したのは、東日本大震災により被災したことに
よって経済的な支援が必要になった高校生が修学の継続を断念する
ことなく教育機会が確保されたか否か示す指標として、被災３県
（岩手県、宮城県、福島県）における高等学校を中途退学した者の
割合によって測定することが妥当であるため。
目標値の設定根拠は中途退学した者の割合が震災の影響を受ける前
年度の値（Ｈ22年度）以下となったか否かにより、被災の影響に対
応できたかどうか判断できるため。

【指標の根拠】
分母：被災３県（岩手県、宮城県、福島県）の国公私立の高等学校
在籍者の数
分子：上記のうち、中途退学した者の数

【出典】
文部科学省「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸問題に
関する調査」を基に算出

②被災３県
（岩手県、宮
城県、福島
県）における
高等学校を中
途退学した者
の割合（％）

1.4以下

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
震災、原発事故の甚大さに鑑み、厳しい教育環境下に置かれている
被災児童生徒に対し、日常的な心のケアやきめ細かな学習支援の充
実が図られているかを測定するため、学校現場に近い被災県の要望
を踏まえた中・長期的な取組の実施状況を測定指標として設定して
いる。

【出典】文部科学省調べ

③義務教育諸
学校に係る東
日本大震災へ
の対応のため
の教職員定数
の加配につい
て、各都道府
県の要望に対
する措置率
（％）

100
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達成手段
（開始年度）

関連する
指標

行政事業レビュー
番号

備考

被災児童生徒就学支援等事業
（平成27年度）

①② 復興庁0034 ―

昨年度事前分析表からの変更点

義務教育費国庫負担金に必要な経費
（平成24年度）【3-1】再掲

③ 復興庁0035 ―

被災地通学用バス等購入費補助
（平成24年度）

① 復興庁0033 ―
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